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～ 募集のお知らせ～

実践型地域雇用創造事業の実施地域の募集について

～平成２８年度第２次募集～

地域の雇用失業情勢は、地域ごとに異なる産業構造や地理的な要因など、それぞれの
地域が有する様々な特性によるものであり、各地域において効果的に雇用創出を図るた
めには、これらの特性を踏まえた地域の関係者の創意工夫や発想を活かした対策を実施
する必要があります。
このため、地方公共団体の産業振興施策や各府省の地域再生関連施策等との連携の下

に、地域の協議会が提案した雇用対策に係る事業構想の中から、コンテスト方式により
「雇用創造効果が高いと認められるもの」や「波及的に地域の雇用機会を増大させる効
果が高く、地域の産業及び経済の活性化等に資すると認められるもの」を選抜し、当該
協議会に対しその事業の実施を委託する実践型地域雇用創造事業の実施地域の募集を行
います。
平成28年度第２次募集については、下記のとおりです。

記

１ 実施スケジュール
別紙のとおり

２ 対象地域
○ 以下（１）、（２）のいずれにも該当する地域が対象となります。
(1) 地域雇用開発促進法（昭和62年法律第23号）に規定する同意自発雇用創造地域（※）

であること。

※ 同意自発雇用創造地域とは

地域雇用開発促進法第2条に規定する自発雇用創造地域（以下の(ｱ)から(ｳ)のい
ずれにも該当する地域をいう。）であって、当該地域の市町村等が単独又は共同し

て実践型地域雇用創造事業の実施を盛り込んだ同法第６条に規定する地域雇用創

造計画を策定し、同条の規定に基づく厚生労働大臣の同意を得ている又は得る予

定としている地域をいいます。

(ｱ) 一又は二以上の市町村(特別区を含む。) の区域であること。二以上の市町村

の区域とするときは、原則として隣接した市町村からなる区域とすること。

(ｲ) その地域内に居住する求職者の総数に比し相当程度に雇用機会が不足してい

るため、当該求職者がその地域内において就職することが困難な状況にあり、

その状態が相当程度にわたり継続することが見込まれること（※具体的には、

以下①②のいずれかに該当すること。）。

① 最近３年間又は１年間の応募市町村における一般又は常用有効求人倍率が

全国平均(全国平均が１倍以上のときは１、０．６７倍未満のときは０．６７)

以下であること。

② 次の(ａ)から(ｃ)までのいずれにも該当すること。

(ａ) 最近３年間又は１年間の応募市町村における一般又は常用有効求人倍
率が１倍未満であること。

(ｂ) 応募市町村における最近５年間の人口減少率が全国における最近５年
間の人口減少率以上であること。

(ｃ) 応募市町村が「まち・ひと・しごとの創生に関する地方版総合戦略」
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を策定していること。
(ｳ) その地域内の市町村、当該地域をその区域に含む都道府県、当該地域の事業

主団体その他の地域の関係者が、その地域の特性を生かして重点的に雇用機会

の創出を図る事業の分野及び当該分野における創意工夫を生かした雇用機会の

創出の方策について検討するための協議会を設置しており、かつ、当該市町村

が雇用の創造に資する措置を自ら講じ、又は講ずることとしていること。

(2) 実践型地域雇用創造事業の実施を盛り込んだ地域再生法(平成17年法律第24号)に

規定する地域再生計画を策定し、同法の規定に基づく内閣総理大臣の認定(変更申請

に係る認定を含む。)を受けている又は受ける予定としている地域であること。

３ 募集要項
○ 実践型地域雇用創造事業募集要項（本文及び様式）
○ 実践型地域雇用創造事業Ｑ＆Ａ

４ 事業の実施期間
○ 平成28年12月１日から平成31年３月31日まで（予定）

５ 事業構想等の提出
ア 提出期間： 平成28年７月14日（木）まで

イ 提 出 先： 滋賀労働局職業安定部職業対策課
大津市梅林一丁目３－１０(滋賀ビル３階)
TEL 077-526-8686 FAX 077-528-6068

６ 留意事項
ア 新たに実践型地域雇用創造事業の募集に応募する地域は、上記２(2)のとおり地域
再生計画を作成し、別途内閣府へ認定申請を行う必要がありますのでご留意くださ
い。
イ 厚生労働省(本省)においてヒアリングを実施します。旅費等は応募地域の負担と
なりますのでご留意ください。
ウ 本事業に関する問い合わせは、下記までお願いします。

滋賀労働局職業安定部職業対策課
大津市梅林一丁目３－１０(滋賀ビル３階)
TEL 077-526-8686 FAX 077-528-6068

担当 地方雇用開発担当官 大 伴

（参考）
○ 別添の「実践型地域雇用創造事業の概要」をご参照ください。


